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貸 借 対 照 表 
  

（2022年12月31日現在） 

（単位：千円） 

資産の部 負債の部 

科    目 金   額 科    目 金   額 

流動資産 59,719,909 流動負債 29,026,459 

現金及び預金 2,207,935 営業未払金 124,934 

営業未収入金 87,609 関係会社短期借入金 21,346,470 

有価証券 14,178 1年内返済予定の長期借入金 2,613,250 

販売用不動産 56,282,481 未払金 55,407 

原材料及び貯蔵品 13,372 未払費用 383,240 

前渡金 258,640 未払法人税等 1,236,260 

前払費用 119,925 賞与引当金 72,213 

立替金 650,215 前受金 726,332 

その他 88,357 預り金 2,462,373 

貸倒引当金 △2,807 その他 5,975 

固定資産 4,430,829 固定負債 7,635,974 

有形固定資産 837,310 長期借入金 1,572,500 

建物 559,016 退職給付引当金 1,818,773 

工具、器具及び備品 131,776 長期預り敷金保証金 4,107,291 

土地 146,518 その他 137,410 

無形固定資産 95,789 負債合計 36,662,434 

ソフトウエア 91,348 純資産の部 

その他 4,440 株主資本 27,488,304 

投資その他の資産 3,497,729 資本金 4,321,006 

投資有価証券 27,787 資本剰余金 3,765,550 

関係会社株式 50,000 資本準備金 3,765,550 

その他の関係会社有価証券 256,074 利益剰余金 19,401,747 

従業員に対する長期貸付金 437 その他利益剰余金 19,401,747 

長期前払費用 55,486 繰越利益剰余金 19,401,747 

繰延税金資産 847,770   

敷金及び保証金 2,258,172   

その他 4,760   

貸倒引当金 △2,760 純資産合計 27,488,304 

資産合計 64,150,739 負債及び純資産合計 64,150,739 
  
(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 
 

  
(自2022年１月１日 至2022年12月31日) 

（単位：千円） 

科    目 金   額 

営業収益   28,538,135 

営業原価   21,291,772 

営業総利益   7,246,362 

販売費及び一般管理費   1,534,654 

営業利益   5,711,708 

営業外収益     

受取利息 12   

受取社宅負担金 8,411  

受取保険配当金 2,351  

受取補償金 64,097  

その他 1,744 76,617 

営業外費用     

支払利息 111,095 111,095 

経常利益   5,677,230 

特別損失     

減損損失 29,205 29,205 

税引前当期純利益   5,648,024 

法人税、住民税及び事業税 1,893,868   

法人税等調整額 △41,292 1,852,575 

当期純利益   3,795,448 
  
(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 
 

  
（自2022年１月１日 至2022年12月31日） 

(単位：千円) 

  

株主資本 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合計 資本準備金 
資本剰余金 

合計 

その他 

利益剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 4,321,006 3,765,550 3,765,550 16,570,117 16,570,117 24,656,674 24,656,674 

事業年度中の変動額               

剰余金の配当    △963,818 △963,818 △963,818 △963,818 

当期純利益       3,795,448 3,795,448 3,795,448 3,795,448 

事業年度中の変動額合計 － － － 2,831,630 2,831,630 2,831,630 2,831,630 

当期末残高 4,321,006 3,765,550 3,765,550 19,401,747 19,401,747 27,488,304 27,488,304 
  
(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

  



- 4 - 
 

 
 
【個 別 注 記 表】 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

①子会社株式及びその他

の関係会社有価証券 

移動平均法による原価法 

なお、匿名組合出資については、組合契約等に規定される決算報告日に応じて

入手可能な最近の決算報告書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法に

よっております。 

  ②その他有価証券   

市場価格のない株式等

以外のもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法 

なお、匿名組合出資については、組合契約等に規定される決算報告日に応じて

入手可能な最近の決算報告書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法に

よっております。 

また、債券のうち取得原価と債券金額との差額の性格が金利の調整と認められ

るものについては償却原価法（定額法）により原価を算定しております。 

なお、営業有価証券については移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）により評

価しております。 

 (2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  ①販売用不動産 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

賃貸中の販売用不動産については固定資産に準じて減価償却を行っておりま

す。 

  ②原材料及び貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

  

２．固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   建物 定額法 

   工具、器具及び備品 定率法 

 (2) 無形固定資産 

  定額法 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しております。 

  

３．引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

 (2) 賞与引当金 従業員に対する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度負担分

を計上しております。 

 (3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰

属させる方法については、給付算定式基準によっております。 

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）に基づく定額法による按分額を費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）に基づく定額法による按分額をその発生の

翌事業年度から費用処理しております。 
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４．収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充

足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

(1) 仲介事業 仲介事業は、主に顧客との不動産媒介契約に基づき、顧客のために不動産売買

契約及び不動産賃貸借契約を成約させており、仲介物件の引渡しが完了した時

点で収益を認識しております。 

(2) アセットソリューショ

ン事業 

アセットソリューション事業は、価値の増加が見込まれると判断した不動産を

取得し、付加価値を向上させて売却しており、顧客へ不動産を引渡した時点で

収益を認識しています。 

(3) 賃貸事業 賃貸事業は、主に賃貸マンションならびにオフィスビル等の賃貸業務を行って

おり、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号 2007年3月30

日）等に従い収益を認識しています。 

 

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

 控除対象外消費税の会計処理 資産に係る控除対象外消費税等は取得原価に算入し、それ以外は発生年度の費

用としております。 

 

 

（会計方針の変更に関する注記） 

１．収益認識に関する会計基準等の適用 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日）等を当事業年度の期首から適用し、

約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれ

る金額で収益を認識することといたしました。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期

首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。 

この結果、当事業年度の損益に与える影響はありません。また、利益剰余金の当期首残高に与える影響もあ

りません。 

 

２．時価の算定に関する会計基準 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号2019年７月４日）等を当事業年度の期首から適用

し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号2019年７月４日）第

44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたっ

て適用することとしました。 

なお、この変更による当計算書類に与える影響は軽微であります。 
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（未適用の会計基準等に関する注記） 

時価の算定に関する会計基準等 

・「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日） 

 (1) 概要 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第31号）の

2021年６月17日の改正は、2019年７月４日の公表時において、「投資信託の時価の算定」に関する検討に

は、関係者との協議等に一定の期間が必要と考えられるため、また、「貸借対照表に持分相当額を純額で

計上する組合等への出資」の時価の注記についても、一定の検討を要するため、「時価の算定に関する会

計基準」公表後、概ね１年をかけて検討を行うこととされていたものが、改正され、公表されたもので

す。  

 (2) 適用予定日 

2023年12月期の期首より適用予定であります。 

 (3) 当該会計基準等の適用による影響 

当計算書類の作成時において影響はございません。 

 

 

（表示方法の変更に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

 

（会計上の見積りに関する注記） 

  販売用不動産の評価 

 (1) 当事業年度の計算書類に計上した金額 
 

販売用不動産 56,282,481千円 
 
 (2) 計算書類利用者の理解に資する情報 

販売用不動産の評価は、収益性の低下による簿価切下げの方法によっており、期末時点の正味売却価額が

簿価を下回る場合には、差額を営業原価に計上しております。 

正味売却価額については、外部の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書等に基づき算定しております。 
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（貸借対照表に関する注記） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 362,393千円 

 

２．流動資産「営業未収入金」のうち、顧客との契約から生じた債権の残高 

営業未収入金 78,298千円 

 

３．流動負債「前受金」のうち、契約負債の残高 

契約負債 308,797千円 

 

４．保証債務等 

保証債務 1,333千円 

(注)仲介物件購入者の住宅ローンに対する保証であります。 

  

５．関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものを除く） 

短期金銭債権 87,597千円 

長期金銭債権 224,689千円 

短期金銭債務 17,195千円 

 

６．当座貸越契約及び貸出コミットメント 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約を締結しております。 

また、当社は東京建物株式会社が導入しているＣＭＳ（貸出コミットメント）に参加しております。 

これらに基づく事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借入金未実行残高等は以下の

とおりであります。 

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 36,500,000千円 

借入実行残高 21,346,470千円 

差引額 15,153,529千円 

 

 

 
 

（損益計算書に関する注記） 

１．営業収益のうち、顧客との契約から生じる収益の額 

 20,937,181千円 

 

２．関係会社との取引高 

営業取引の取引高 1,152,576千円 

営業取引以外の取引高 141,114千円 

 

３．特別損失 

減損損失の内訳 

当社は、当社の管理会計制度上で定めるキャッシュ・フロー生成単位をもとに資産のグルーピングを行っており

ます。そのグルーピングに基づき、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである部支店(東京都江東区)に

ついて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として、特別損失に29,205千円計上しまし

た。その内訳は、建物24,210千円及びその他資産4,995千円であります。 

なお、これらの回収可能価額は使用価値によって測定しており、将来キャッシュ・フローが見込まれないことか

ら、零として評価しております。 
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（株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 45,896,123 － － 45,896,123 

 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 

１株当たり 
配当額 
(円) 

基準日 効力発生日 

2022年３月29日 
定時株主総会 

普通株式 963,818 21 2021年12月31日 2022年３月30日 

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 

(千円) 

１株当たり 
配当額 
(円) 

基準日 効力発生日 

2023年３月29日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 1,193,299 26 2022年12月31日 2023年３月30日 

 

 

（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(繰延税金資産)   

 退職給付引当金 556,544千円 

 販売用不動産 1,269,529千円 

 減損損失 25,893千円 

  賞与引当金 25,517千円 

  貸倒引当金 858千円 

 未払事業税 66,728千円 

  その他 55,158千円 

   (繰延税金資産小計) 2,000,230千円 

  評価性引当額 △1,045,982千円 

   (繰延税金資産合計) 954,248千円 

(繰延税金負債)   

 販売用不動産 △106,477千円 

  (繰延税金負債合計) △106,477千円 

  繰延税金資産の純額 847,770千円 
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（金融商品に関する注記） 

1. 金融商品の状況に関する事項 

 (1) 金融商品に対する取組方針 

当社は、不動産投資計画に照らして、短期的な運転資金を銀行借入、もしくは東京建物株式会社が導入している

ＣＭＳ（キャッシュマネジメントシステム）により調達しております。 

 (2) 金融商品の内容及びそのリスク 

立替金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、ほとんど１年以内の回収予定であります。 

有価証券及び投資有価証券は、主に資産流動化法に基づく特定目的会社に対する優先出資証券、特別目的会社に

対する匿名組合出資金及び業務上の関係を有する企業の株式等であり、それぞれ発行体の信用リスク及び市場価

格の変動リスクに晒されております。 

預り金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。 

借入金は、運転資金（主として短期）及び不動産投資資金（主として長期）の調達を目的としたものであります。 

 

2. 金融商品の時価等に関する事項 

2022年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません（(注)１参照）。  

  
貸借対照表計上額 

(千円) 
時価 

(千円) 
差額 

(千円) 

(1) 立替金 650,215 650,215 － 

資産計 650,215 650,215 － 

(1) 関係会社短期借入金 21,346,470 21,346,470 － 

(2) 預り金 2,462,373 2,462,373 － 

(3) 長期借入金（*１） 4,185,750 4,170,494 △15,255 

負債計 27,994,594 27,979,339 △15,255 

(*１) 長期借入金の貸借対照表計上額及び時価には、１年内返済予定の長期借入金が含まれております。 

(*２) 現金及び預金については、現金であること及び、預金は短期間で決済されるため、時価が帳簿価額と近似してい

ることから、注記を省略しております。 

(*３) 敷金及び保証金については、重要性が乏しいため記載を省略しております。 

(*４) 長期預り敷金保証金については、販売用不動産の預り敷金は短期間で決済されるため、時価が帳簿価額と近似し

ており、賃貸事業の敷金は重要性が乏しいため記載を省略しております。 

 

(注) １ 市場価格のない株式等 

区分 
貸借対照表計上額 

（千円） 

子会社株式 50,000 

その他の関係会社有価証券 256,074 

非上場株式 3,000 

優先出資証券 14,178 

匿名組合出資金 24,787 
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（関連当事者との取引に関する注記） 

１．親会社及び法人主要株主等 

種類 会社等の名称 

資本金又は 

出資金 

(千円) 

事業の内容 

又は職業 

議決権等の 

被所有割合 

(％) 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

親会社 
東京建物 

株式会社 
92,451,442 不動産業 

直接 

100.0 

不動産の仲介等 

役員の兼任 

資金の借入 18,754,504 関係会社 

短期借入金 
20,846,470 

利息支払 75,017 

  
  取引条件及び取引条件の決定方針等 

当社は、東京建物株式会社が導入しているＣＭＳ（キャッシュマネジメントシステム）に参加しており、

資金貸借取引はＣＭＳに係るものであります。利率は、市場金利を勘案して合理的に決定しており、担保

は差し入れておりません。なお、資金の借入に係る取引金額は、期中平均残高を記載しております。 

 

２．子会社等 
  
  該当事項はありません。 

 

 

（収益認識に関する注記） 

収益を理解するための基礎となる情報 

収益を理解するための基礎となる情報は（重要な会計方針に係る事項に関する注記）「４．収益及び費用の計上基準」

に記載のとおりであります。 

 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１株当たり純資産額 598円92銭 

１株当たり当期純利益 82円70銭 

  

 

 
  


